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取組 指標名 現状 目標値 

取組 
３－４－２ 

退職したがん患者のうち、がん治
療の開始前までに退職した者の
割合 

57.4％ 
（平成 30 年度） 減らす 

病気の治療と仕事の両立に関する
取組の実施状況について、「実施し
ている」と回答した企業の割合 

62.0％ 
（令和４年度） 増やす 

職場において「がんに罹患しても
就労を続けることができると思
えるような方針が示されていた
り、具体的な取組がなされていた
（いる）」と回答した患者の割合 

52.3％ 
（令和４年度） 増やす 

がんになっても治療しながら働
くことが可能であるかという質
問に、「そう思う」「多少思う」と
回答した都民の割合 

76.3％ 
（令和４年度） 増やす 

国拠点病院のがん相談支援セン
ターにおける就労に関する相談
件数 

3,837 件 
（令和４年） 増やす 

取組４－１ 全国がん登録の利用件数 47 件 
（令和３年度） 増やす 

取組 
４－２－１ 

学校におけるがん教育での外部
講師活用の割合 

15.0％ 
（令和３年度） 増やす 

取組 
４－２－２ 

「多くの『がん』は早期発見によ
り治療が可能である」の設問に
「そう思う」「多少思う」と回答
した都民の割合 

95.1% 
（令和４年度） 増やす 

緩和ケアのイメージについ「がん
と診断された時から受けられる
ものである」と回答した都民の割
合 

19.0％ 
（複数回答） 

（令和４年度） 
増やす 

「『がん』になっても治療しなが
ら働くことは可能である」の設問
に「そう思う」「多少思う」と回答
した都民の割合 

76.3% 
（令和４年度） 増やす 
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現状・これまでの取組 
１ 循環器病の予防・健診の普及、知識の普及啓発 

○ 循環器病の多くは、運動不足や不適切な食生活、喫煙等の生活習慣や肥満
等の健康状態に端を発して発症します。また、受動喫煙や歯周病も脳卒中や
虚血性心疾患等と関連することが明らかとなっています。 

 

○ 循環器病の主要な危険因子である高血圧症、脂質異常症、糖尿病、高尿酸
血症、慢性腎臓病（ＣＫＤ）等の予防及び早期発見のためにも、健康診査等
の受診や、行動変容をもたらす保健指導が重要です。 

 

○ 循環器病は、発症後早急に適切な治療を開始することにより、救命率の向
上や後遺症の軽減が見込まれます。 

 

○ 令和4年版「救急救助の現況」（総務省消防庁）によると、東京都における
令和３年の一般市民が目撃2した心原性心肺機能停止傷病者の１か月後生存
率は、9.4％であり、全国平均11.1％を下回っています。 

 

 
1 循環器病：健康寿命の延伸等を図るための脳卒中、心臓病その他の循環器病に係る対策に関
する基本法（平成 30 年法律第 105 号）では、脳卒中、心臓病その他の循環器病を「循環器
病」としており、同法に基づき策定する本計画についても同様とする。循環器病には、虚血
性脳卒中（脳梗塞）、出血性脳卒中（脳内出血、くも膜下出血など）、一過性脳虚血発作、虚
血性心疾患（狭窄症、心筋梗塞など）、心不全、不整脈、弁膜症（大動脈弁狭窄症、僧帽弁
逆流症など）、大動脈疾患（大動脈解離、大動脈瘤など）、末梢血管疾患、肺血栓塞栓症、肺
高血圧症、心筋症、先天性心・脳血管疾患、遺伝性疾患等多くの疾患が含まれる。 

2 一般市民が目撃：心肺機能停止の時点を目撃、又は音を聞いた場合のことをいう。「目撃、
又は音を聞いた」に該当する例は、次のとおりである。 
・家族の目前で「倒れた」、「ぐったりした」等、また、物音を聞いてすぐに駆けつけたとこ
ろ倒れていた場合。 

・交通事故等の目撃者からの通報で、救急隊（救急隊と連携して出動した消防隊も含む。以
下同じ。）到着時には心肺機能停止状態であった場合。 

・通報時、通報者が傷病者の生存を確認できたが、救急隊到着時には心肺機能停止状態であ
った場合。 

２ 循環器病1（脳卒中・心血管疾患） 

○ 循環器病の予防につながる生活習慣や健診受診の必要性、応急手当や発症

時の対応などに関する都民の理解が深まるよう、取組を進めます。 

○ 患者を救急現場から急性期の専門的治療が可能な医療機関に適切に搬送

し、受入れできる体制を整備します。 

○ 循環器病患者に対し、急性期から回復期、維持期・生活期に至るまで、切

れ目なく適切な医療が提供されるよう、取組を進めます。 

○ 住み慣れた地域で安心して療養生活が送れるよう、患者やその家族に対す

る支援を充実します。 
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＜これまでの取組＞ 
○ 都は、循環器病を含めた生活習慣病の予防及び健康づくりの推進に向け、

ポータルサイト「とうきょう健康ステーション」により情報発信するととも
に、食事、運動等の生活習慣の改善や健診受診の必要性、継続的に治療を受
けることの重要性などについてリーフレットの配布等により普及啓発を実
施しています。 

 
○ 職場における健康づくりを推進するため、事業者団体と連携し、主に中小

企業に対する普及啓発と取組支援を実施しています。 
 

○ 喫煙や受動喫煙については、健康影響に関する普及啓発、健康増進法や東
京都受動喫煙防止条例に基づく受動喫煙対策を推進しています。 

 

○ 区市町村国民健康保険への交付金の交付や好事例の情報提供による国民
健康保険の特定健康診査3・特定保健指導4の支援のほか、東京都保険者協議
会5（以下「保険者協議会」という。）において、特定保健指導等を効果的に
実施するための研修を実施しています。 

 

○ 脳卒中の予防や発症時の対応等については、都は、都民向けのシンポジウ
ムを開催するとともに、インターネット上での動画の公開、ポスターやチラ
シ配布、二次保健医療圏ごとの講演会等を開催し、普及啓発に取り組んでい
ます。 

 

○ 公益財団法人東京防災救急協会や都内消防署などでは、一般市民向けに
ＡＥＤの使用方法や心肺蘇生法に関する講習会を実施しています。 

 

  

 
3 特定健康診査：日本人の死亡原因の約６割を占める生活習慣病の予防のために、医療保険者
が 40 歳から 74 歳までの加入者（被保険者・被扶養者）を対象に、メタボリックシンドロー
ム等に着目して行う健診 

4 特定保健指導：医療保険者が特定健康診査の結果により、内臓脂肪の蓄積に起因する糖尿病
等のリスクに応じて対象者を選定し、対象者自らが健康状態を自覚し、生活習慣改善の必要
性を理解した上で実践につなげることができるよう、医師や保健師等の専門職が個別に介
入、指導するもの 

5 東京都保健者協議会：高齢者の医療の確保に関する法律第百五十七条の二に基づいて設置さ
れ、都内の医療保険者の加入者に係る健康づくりの推進に当たり、保険者間の問題意識の共
有や、それに基づく取組の推進等を図るとともに、東京都医療費適正化計画の策定又は変
更、同計画に基づく施策の実施に当たっての東京都への協力、東京都保健医療計画の策定又
は変更に当たっての意見提出等を行うことを目的とする 
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○ 喫煙や受動喫煙については、健康影響に関する普及啓発、健康増進法や東
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会5（以下「保険者協議会」という。）において、特定保健指導等を効果的に
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ムを開催するとともに、インターネット上での動画の公開、ポスターやチラ
シ配布、二次保健医療圏ごとの講演会等を開催し、普及啓発に取り組んでい
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性を理解した上で実践につなげることができるよう、医師や保健師等の専門職が個別に介
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２ 循環器病に係る医療提供体制 
○ 令和４年における救急搬送人員は 71 万２千人となっています。初診時傷

病名別でみると、心・循環器疾患 25,935 人（5.4%）と脳血管障害 23,834
人（4.9%）が合わせて約１割を占めています。 

 

○ 循環器病は急激に発症し、数分から数時間の単位で生命に関わる重大な
事態に陥ることも多い疾患です。 

 

○ 急性発症後早急に適切な治療を行うことで、予後の改善につながる可能
性があります。 

 

○ 超急性期の脳梗塞については、発症後4.5時間以内にｔ－ＰＡを使用する
血栓溶解療法（以下「ｔ－ＰＡ療法6」という。）が標準的な治療として定着
しており、また、機械的血栓回収療法7 （以下「脳血管内治療」という。）
の普及も進んでいます。 

 

急病の初診時傷病名別搬送人員（令和 4 年中） 

初診時傷病名 搬送人員 割合 

呼吸器系疾患 41,451 8.6% 

消化器系疾患 36,542 7.6% 

心・循環器疾患 25,935 5.4% 

脳血管障害 23,834 4.9% 

腎泌尿器・生殖器疾患 12,187 2.5% 

感覚器・神経系疾患 12,018 2.5% 

その他の疾患系 24,648 5.1% 

その他 38,774 8.0% 

症状・徴候・診断名不明確 266,691 55.3% 

急病の合計 482,080 100.0% 

資料：「令和 4 年 救急活動の現況」（東京消防庁） 

 

 

  

 
6 ｔ－PA 療法：脳梗塞の発症 4.5 時間以内に開始するｔ－PA（組織プラスミノーゲン・アク
チベーター）を使用した血栓溶解療法 

7 機械的血栓回収療法：急性期脳梗塞患者を対象とし、詰まった血栓に対しカテーテルを用い
て機械的に取り除く治療法 
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急病の初診時傷病程度別搬送人員（令和 4 年中） 

 

資料：東京消防庁提供資料を一部改変 

 

○ 循環器病患者の約８割を 65 歳以上の高齢者が占めており、今後も高齢化
に伴う循環器病患者の増加が見込まれます。 

 

○ また、新型コロナの感染拡大による循環器病患者の救急搬送や手術への
影響が指摘されました。 

 

＜これまでの取組＞ 
脳卒中について 
○ 都では、より一層の救命や後遺症の軽減を図るため、脳卒中発症後の患者

を速やかに適切な急性期医療機関に救急搬送できる仕組みとして、脳卒中
急性期医療機関制度を構築しています。現在、161 施設を「脳卒中急性期医
療機関」として、認定しています（令和５年 12 月現在）。 

 

○ 救急隊では、傷病者の全身状態の観察や脈拍・呼吸状態などの確認、家族
等からの情報収集等により、重症度・緊急度を判断し、速やかに適切な救急
搬送先医療機関を選定できるよう、傷病者の観察項目に、脳卒中発症が疑わ
れる主な徴候（顔の歪み等）を加えています。 

 

 

 

 

⼈数 割合 ⼈数 割合 ⼈数 割合
重症以上 4,063 17.0% 7,206 27.8% 38,968 8.1%
中等症 16,444 69.0% 11,699 45.1% 194,427 40.3%
軽症 3,327 14.0% 7,030 27.1% 248,685 51.6%
総計 23,834 100.0% 25,935 100.0% 482,080 100.0%

脳⾎管障害 ⼼・循環器疾患 急病全体

東京都における救急隊による救急搬送先医療機関の分類、選定基準（抜粋） 
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⼈数 割合 ⼈数 割合 ⼈数 割合
重症以上 4,063 17.0% 7,206 27.8% 38,968 8.1%
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東京都における救急隊による救急搬送先医療機関の分類、選定基準（抜粋） 

 

○ 脳卒中医療連携圏域別検討会を設置し、二次保健医療圏単位で地域の医
療機能の把握や情報共有を行うとともに、急性期から在宅療養までの連携
等の充実に向け検討しています。 

 

心血管疾患について 
○ ＣＣＵ8病床を有する医療機関（ＣＣＵ医療機関）、東京都医師会、東京消

防庁とともに東京都ＣＣＵネットワークを構成しており、心血管疾患の救
急患者をＣＣＵ医療機関に速やかに搬送できる体制を確保しています（令
和５年12月現在76施設）。 

 

○ 東京都ＣＣＵネットワークの連携体制を活用した「急性大動脈スーパー
ネットワーク」により、死亡率が高く迅速な診断と治療を要する急性大動脈
疾患について、効率的な患者搬送システムを構築しています。 

 

○ ＣＣＵ連絡協議会等により都内ＣＣＵ医療機関の連携を推進するととも
に、症例を集積し、疾患や診療体制等について研究することにより、各医療
機関が提供する医療の質の向上等を図っています。 
 

○ 心不全サポート病院を設置し、地域における医療・介護関係者への心不全
に対する理解促進や相談支援の充実を図るとともに、関係者間の連携強化
を進めています。 

 

 
8 ＣＣＵ:Coronary Care Unit の略。主に急性心筋梗塞等の冠状動脈疾患の急性危機状態の患
者を収容し、厳重な監視モニターの下で持続的に管理する部門のこと 
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３ リハビリテーション体制の充実 
○ 脳卒中患者は、急性期診療を行った後に様々な神経症状等が残ることが

多くあります。 
 

○ 後遺症を軽減し、療養生活の質を高めるため、急性期から回復期、維持期・
生活期を通じ、状態に応じた一貫したリハビリテーションを実施し、機能回
復や合併症の予防、日常生活動作の維持・向上を図ります。 

 

○ 心不全等で入退院を繰り返す患者が増加しており、再発・再入院予防の観
点から、心臓リハビリテーションとして、運動療法だけではなく、患者と家
族への教育、カウンセリング、栄養・食事指導、服薬指導、生活指導などを
含めた包括的な患者支援を行うことが効果的とされています。 

 

＜これまでの取組＞ 
○ 平成 12 年に「東京都リハビリテーション協議会」を設置し、都及び地域

におけるリハビリテーション提供体制の充実を図っています。 
 

○ 脳卒中を発症した患者が急性期病院から円滑に回復期、維持期・生活期の
医療機関を受診できるよう、地域連携クリティカルパス9の普及を促進して
います。 

 

○ 二次保健医療圏ごとに地域リハビリテーション支援センターを指定し、
支援センターにおいて、地域のリハビリテーション従事者の技術の底上げ
に取り組むとともに、かかりつけ医やケアマネジャーに対するリハビリテ
ーション知識・技術情報を提供しています。 

 

４ 社会連携に基づく循環器病対策・循環器病患者支援 
○ 令和元（2019）年「国民生活基礎調査」（厚生労働省）によると、介護が

必要となった主な原因に占める割合は、脳血管疾患が 16.1％、心疾患が
4.5％であり、両者を合わせると 20.6％と最多となっています。 

 

○ 循環器病患者は、慢性期に脳卒中後の後遺症の残存や心血管疾患治療後
の身体機能の低下等により、生活の支援や介護が必要な状態に至る場合が
あります。 

 

○ また、再発や増悪等を繰り返す特徴があることから、その予防のための生
活習慣の改善や、服薬の徹底等適切な管理及びケアを行うことも必要です。 

 

 
9 地域連携クリティカルパス：急性期から回復期を経て早期に自宅に帰れるよう診療計画を作
成し、治療を受けるすべての医療機関で共有して用いるもの 
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○ 脳卒中の発症後には、手足の麻痺だけでなく、外見からは障害がわかりに
くい場合（摂食嚥下

え ん げ

障害、てんかん、失語症、高次脳機能障害等）がありま
す。 

 

５ 循環器病に関する適切な情報提供・相談支援 
○ 医療技術や情報技術が進歩し、患者の療養生活が多様化する中で、患者と

その家族は、診療及び生活における疑問や、心理社会的・経済的な悩み等を
抱えています。 

 

○ 急性期における医療機関受診に関することから慢性期における医療、介
護及び福祉に係るサービスに関することまで、患者家族が必要な情報にア
クセスできるよう各ステージにおける課題解決が求められています。 

 

６ 小児期・若年期から配慮が必要な循環器病への対策 
○ 循環器病の中には、100 人に１人の割合で出生する先天性心疾患や小児

不整脈、小児脳卒中、家族性高コレステロール血症等といった小児期・若年
期から配慮が必要な疾患があります。 

 

○ 近年の治療法の開発や治療体制の整備等により、小児期に慢性疾病に罹
患した患者全体の死亡率は、大きく減少し、多くの子どもたちの命が救われ
るようになりました。 

 

○ 小児患者の治療に当たっては保護者の役割が大きいこと、また、原疾患の
治療や合併症への対応が長期化し、それらを抱えたまま、思春期、さらには
成人期を迎える患者が増えていることなどの現状があり、そのような患者
の自立等に関する課題があります。 
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課題と取組の方向性  
＜＜課課題題１１＞＞発発症症予予防防やや早早期期発発見見、、疾疾患患にに関関すするる正正ししいい知知識識のの普普及及  

○ 循環器病の発症予防と早期発見に向けた取組や循環器病に関する正しい
知識の普及啓発を都民に分かりやすく、効果的に行うことが必要です。 

 

  

（（取取組組１１））循循環環器器病病にに関関すするる普普及及啓啓発発のの推推進進  

○ 患者や家族、都民等に対する循環器病の発症・重症化予防、早期受診の
重要性や前兆、症状、発症時の対処法、後遺症などに関する知識の啓発を
推進します。 

 

○ 日常生活の中で多くの時間を過ごす職場における健康づくりを推進す
るため、企業における従業員の健康に配慮した経営に向けた取組の支援な
どを行っていきます。 

 

○ 都民の主体的な健康づくりにつなげるため、区市町村が行うインセンテ
ィブを用いた健康づくりの取組に対し、都が更なるインセンティブを提供
し、区市町村の取組を支援します。 

 

○ 喫煙や受動喫煙が及ぼす健康への影響や禁煙方法等に関する情報提供
を行うなど、喫煙率の減少及び受動喫煙対策に取り組みます。 

 

○ 心疾患、脳梗塞など、全身の健康と歯周病との深い関わりや口腔ケアの
重要性について、都民の認知度を高め、都民自ら口腔ケアに取り組むよう、
普及啓発を実施していきます。 

 

○ 区市町村や医療保険者による特定健康診査・特定保健指導の実施率やア
ウトカム向上の取組、特定健康診査の結果を踏まえた循環器病のリスクや
生活習慣改善に関する周知啓発等、データヘルス計画に基づく保健事業に
ついて、保険者協議会等とも連携を行い、取組を推進します。 

 

○ ＳＮＳ等を活用した情報発信やマスメディアとの連携などによる効果
的な普及啓発を実施していきます。 

 

○ 循環器病の知識に関する普及啓発を小児期から教育機関と連携して実
施します。 

 

○ 循環器病に関するポータルサイト「とうきょう脳卒中・心臓病ガイド」を開
設し、都民に対し循環器病に関する情報を分かりやすく提供していきます。 
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＜＜課課題題２２－－１１＞＞救救急急患患者者のの円円滑滑なな受受入入  

○ 救急患者の症状に応じた迅速かつ適切な救急搬送・受入体制の確保が必
要です。 

 

 
 

＜＜課課題題２２－－２２＞＞適適切切なな医医療療のの提提供供  

○ 平時のみならず、感染症発生・まん延時や災害時等の有事においても、循
環器病患者に対し、迅速かつ適切な医療を提供することが必要です。 

 

○ 医療現場の働き方改革に対応しつつ、循環器病患者を確実に受け止める
診療体制の確保が必要です。 

 

○ 患者の意向を踏まえた切れ目のない適切な緩和ケアが提供できるよう、
循環器病の緩和ケアに関する理解促進や人材の育成が必要です。 

 

  

○ 心肺停止患者の周囲にいる一般市民（バイスタンダー）による心肺蘇生
の実施やＡＥＤの使用により救命効果が見込まれるため、ＡＥＤの使用方
法や心肺蘇生法の講習会の実施などに取り組み、応急手当に関する普及啓
発を推進します。 

（（取取組組２２－－１１））救救急急医医療療提提供供体体制制のの充充実実  

○ 脳卒中や心血管疾患の特性に応じた救急医療体制（脳卒中急性期医療機
関、ＣＣＵネットワーク、急性大動脈スーパーネットワーク）の充実を引
き続き図ります。 

 

○ 脳血管内治療などの専門的治療が円滑に実施できるよう、脳卒中急性期
医療機関制度を再構築するとともに、救急隊が行う傷病者の観察項目の変
更を行います。 

（（取取組組２２－－２２））医医療療連連携携のの推推進進  

○ 地域の医療資源、感染症まん延時や患者数が増加する季節の状況、働き
方改革の影響等を踏まえ、医療機関間で連携・情報共有を図るため、脳卒
中や心血管疾患を診療する急性期医療機関間のネットワークを強化して
いきます。 

 

○ 急性期治療を迅速・適切に提供するため、病床を効率的に運用できるよ
う、患者の症状や状態に応じた円滑な転退院を促進します。 
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○ 脳血管内治療や急性大動脈解離に対する専門的な治療などが円滑・迅速
に実施できるよう、デジタル技術を活用した連携ツールの整備等医療機関
間の情報共有を引き続き支援します。 

 

○ 心不全等により増悪と寛解を繰り返す患者の円滑な入退院や、治療と連
携した緩和ケアの実施等に向け、地域における医療・介護関係者への心不
全に対する理解促進や相談支援の充実を図るとともに、デジタル技術を活
用し、関係者間の連携・情報共有の強化に向けた取組を推進します。 

  

＜＜課課題題３３－－１１＞＞切切れれ目目なないいリリハハビビリリテテーーシショョンンのの実実施施  

○ 急性期からの切れ目ないリハビリテーションが必要です。 
 

 
 

   

（（取取組組３３－－１１））一一貫貫ししたたリリハハビビリリテテーーシショョンンのの推推進進  

○ 地域連携クリティカルパスを発展させ、より効果的・効率的に活用でき
る仕組みを検討していきます。 

 

○ 急性期において十分なリスク管理の下、可能な限り早期からの積極的な
リハビリテーションにより、社会復帰に向けた患者教育・生活指導・運動
処方を実施していきます。 

 

○ 急性期から引き続き、回復期、維持期・生活期においても、患者の疾病
や病態に応じた適切かつ円滑なリハビリテーション医療の提供を推進し
ます。 

 

○ 患者が継続的にリハビリテーションを実施できるよう、地域における外
来リハビリテーション施設や訪問・通所リハビリテーション事業所などの
医療資源を含めた社会資源に関する情報を共有していきます。 

 

○ 高齢化に伴い、循環器病に嚥下
え ん げ

機能障害や廃用症候群など、複数の合併
症が認められる患者が増加していることを踏まえ、複数の合併症に対応し
たリハビリテーションを推進します。 

 

○ 循環器病のリハビリテーションに関する高度な知識や技術を持った医
療・介護関係者の育成について検討します。 
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○ 脳血管内治療や急性大動脈解離に対する専門的な治療などが円滑・迅速
に実施できるよう、デジタル技術を活用した連携ツールの整備等医療機関
間の情報共有を引き続き支援します。 

 

○ 心不全等により増悪と寛解を繰り返す患者の円滑な入退院や、治療と連
携した緩和ケアの実施等に向け、地域における医療・介護関係者への心不
全に対する理解促進や相談支援の充実を図るとともに、デジタル技術を活
用し、関係者間の連携・情報共有の強化に向けた取組を推進します。 

  

＜＜課課題題３３－－１１＞＞切切れれ目目なないいリリハハビビリリテテーーシショョンンのの実実施施  

○ 急性期からの切れ目ないリハビリテーションが必要です。 
 

 
 

   

（（取取組組３３－－１１））一一貫貫ししたたリリハハビビリリテテーーシショョンンのの推推進進  

○ 地域連携クリティカルパスを発展させ、より効果的・効率的に活用でき
る仕組みを検討していきます。 

 

○ 急性期において十分なリスク管理の下、可能な限り早期からの積極的な
リハビリテーションにより、社会復帰に向けた患者教育・生活指導・運動
処方を実施していきます。 

 

○ 急性期から引き続き、回復期、維持期・生活期においても、患者の疾病
や病態に応じた適切かつ円滑なリハビリテーション医療の提供を推進し
ます。 

 

○ 患者が継続的にリハビリテーションを実施できるよう、地域における外
来リハビリテーション施設や訪問・通所リハビリテーション事業所などの
医療資源を含めた社会資源に関する情報を共有していきます。 

 

○ 高齢化に伴い、循環器病に嚥下
え ん げ

機能障害や廃用症候群など、複数の合併
症が認められる患者が増加していることを踏まえ、複数の合併症に対応し
たリハビリテーションを推進します。 

 

○ 循環器病のリハビリテーションに関する高度な知識や技術を持った医
療・介護関係者の育成について検討します。 

 

＜＜課課題題３３－－２２＞＞地地域域ににおおけけるるリリハハビビリリテテーーシショョンン体体制制のの確確保保  

○ 地域で治療とリハビリテーションを継続できる体制が必要です。 
 

 
  

＜＜課課題題４４－－１１＞＞地地域域でで患患者者をを支支ええるる取取組組のの実実施施  

○ 患者・家族が安心して住み慣れた地域で療養生活を継続できるよう、患者
を支える取組や医療・介護人材の育成を行うとともに、医療・介護関係者等
の連携・情報共有の強化が必要です。 

 

 
 

＜＜課課題題４４－－２２＞＞循循環環器器病病のの後後遺遺症症をを有有すするる者者にに対対すするる支支援援  

○ 循環器病の後遺症を有する者に対する必要な福祉サービスの提供等を引
き続き推進するとともに、循環器病の後遺症に対する社会的な理解や支援
が必要です。 

 
（（取取組組４４－－２２））福福祉祉ササーービビスス等等のの提提供供とと社社会会的的理理解解のの促促進進  

○ てんかん患者についての診療連携体制の整備に向け、東京都てんかん拠
点病院を中心に必要な検討を実施します。 

 

○ 失語症のため意思疎通を図ることに支障がある障害者等が自立した日常
生活・社会生活を営むことができるよう、失語症者向け意思疎通支援者を
養成していきます。 

  

（（取取組組３３－－２２））地地域域ににおおけけるるリリハハビビリリテテーーシショョンンのの推推進進  

○ 再発予防、重症化予防、生活再建や就労等に向け、地域で適切なリハビ
リテーションが提供できるよう、医療・介護関係者の連携を促進します。 

 

○ 地域のリハビリテーションニーズを踏まえ、地域リハビリテーション体
制の強化・充実を図り、区市町村が実施する介護予防の取組への支援や在
宅リハビリテーションに関わる人材を育成します。 

 

○ 入退院を繰り返す心不全患者等の特性を踏まえ、再発・重症化予防の観
点から、適切に心臓リハビリテーションが実施されるよう、循環器病患者
を支援する医療・介護関係者や患者とその家族等の理解を促進します。 

（（取取組組４４－－１１））連連携携・・情情報報共共有有やや人人材材育育成成のの促促進進  

○ 心不全等により増悪と寛解を繰り返す患者の円滑な入退院や再発・重症
化予防、治療と連携した緩和ケアの実施等に向け、地域における医療・介
護関係者への心不全に対する理解促進や相談支援の充実を図るとともに、
関係者間の連携・情報共有の強化に向けた取組を実施します。 
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○ 会話支援等を行うために試行的に設置したサロンで得られたノウハウを
共有すること等により、区市町村における失語症者向けの意思疎通支援の
取組を促進します。 

 
○ 高次脳機能障害者に対する適切な支援が提供されるよう、医療機関への

コーディネーター設置や医療従事者向け研修等を行い、高次脳機能障害の
特性に対応した専門的リハビリテーション提供体制を充実するとともに、
東京都心身障害者福祉センターでの電話相談・広報・研修等を実施します。 

 
○ 区市町村が「高次脳機能障害者支援員」を配置し、地域の医療機関や就

労支援センター等との連携の仕組みづくり、高次脳機能障害者とその家族
に対する相談支援の実施など、身近な地域での高次脳機能障害者支援の充
実を図るための経費を補助します。 

 
○ 中部総合精神保健福祉センターにおいて「高次脳機能障害向け専門プロ

グラム」を実施します。 
 
○ 循環器病の後遺症について、都民が、その特性を理解し、後遺症を有す

る者が日常生活や社会生活を営む上での困難さについて理解を深めること
ができるよう、取組を実施します。 

 

＜＜課課題題５５－－１１＞＞循循環環器器病病にに関関すするる情情報報提提供供・・相相談談支支援援のの充充実実  

○ 患者やその家族の不安や悩みを軽減するため、情報提供・相談支援の充実
が必要です。 

 

 
 

（（取取組組５５－－１１））適適切切なな情情報報提提供供・・相相談談支支援援のの実実施施  

○ インターネットによる医療機関案内は、国が運用する医療情報ネット
（全国統一的な情報提供システム）により行い、電話による案内は、引き
続き東京都独自で実施していきます。 

 

○ 患者やその家族が必要な情報を得られるよう、医療機関や地域の相談窓
口の効果的な活用等により、相談支援の充実を図ります。 

 

○ 循環器病に関するポータルサイト「とうきょう脳卒中・心臓病ガイド」
を開設し、患者やその家族のニーズに応じた情報や相談窓口など、都民に
対し循環器病に関する情報を分かりやすく提供します。 

 

○ 急性期医療から介護・福祉サービスに関することなど、循環器病に関す
る相談支援を担う人材を育成します。 
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○ 会話支援等を行うために試行的に設置したサロンで得られたノウハウを
共有すること等により、区市町村における失語症者向けの意思疎通支援の
取組を促進します。 

 
○ 高次脳機能障害者に対する適切な支援が提供されるよう、医療機関への

コーディネーター設置や医療従事者向け研修等を行い、高次脳機能障害の
特性に対応した専門的リハビリテーション提供体制を充実するとともに、
東京都心身障害者福祉センターでの電話相談・広報・研修等を実施します。 

 
○ 区市町村が「高次脳機能障害者支援員」を配置し、地域の医療機関や就

労支援センター等との連携の仕組みづくり、高次脳機能障害者とその家族
に対する相談支援の実施など、身近な地域での高次脳機能障害者支援の充
実を図るための経費を補助します。 

 
○ 中部総合精神保健福祉センターにおいて「高次脳機能障害向け専門プロ

グラム」を実施します。 
 
○ 循環器病の後遺症について、都民が、その特性を理解し、後遺症を有す

る者が日常生活や社会生活を営む上での困難さについて理解を深めること
ができるよう、取組を実施します。 

 

＜＜課課題題５５－－１１＞＞循循環環器器病病にに関関すするる情情報報提提供供・・相相談談支支援援のの充充実実  

○ 患者やその家族の不安や悩みを軽減するため、情報提供・相談支援の充実
が必要です。 

 

 
 

（（取取組組５５－－１１））適適切切なな情情報報提提供供・・相相談談支支援援のの実実施施  

○ インターネットによる医療機関案内は、国が運用する医療情報ネット
（全国統一的な情報提供システム）により行い、電話による案内は、引き
続き東京都独自で実施していきます。 

 

○ 患者やその家族が必要な情報を得られるよう、医療機関や地域の相談窓
口の効果的な活用等により、相談支援の充実を図ります。 

 

○ 循環器病に関するポータルサイト「とうきょう脳卒中・心臓病ガイド」
を開設し、患者やその家族のニーズに応じた情報や相談窓口など、都民に
対し循環器病に関する情報を分かりやすく提供します。 

 

○ 急性期医療から介護・福祉サービスに関することなど、循環器病に関す
る相談支援を担う人材を育成します。 

 

＜＜課課題題５５－－２２＞＞働働ききななががらら治治療療をを受受けけるる循循環環器器病病患患者者へへのの支支援援  

○ 患者や家族が社会で自分らしく生活を送れるよう治療と仕事の両立支
援・就労支援が必要です。 

 

 
 
＜＜課課題題６６＞＞小小児児期期・・若若年年期期かからら配配慮慮がが必必要要なな循循環環器器病病へへのの対対策策  

○ 医療ニーズや療育支援の必要性が高い先天性心疾患や不整脈、川崎病性
冠動脈瘤、心筋症、肺高血圧、脳卒中などの小児患者が、小児から成人まで
の生涯を通じて切れ目のない支援を受け地域で安心して療養できる体制の
整備が必要です。 

 
 

1011 

  

 
10 レスパイト病床：ＮＩＣＵ等長期入院児の在宅療養中の定期的医学管理及び保護者の労力の
一時的支援を目的とした病床 

11 在宅移行支援病床：在宅移行訓練や在宅移行後の急性憎悪時における緊急入院受入の病床と
して利用する、ＮＩＣＵ等と在宅療養との間に設置する中間的病床 

（（取取組組５５－－２２））治治療療とと仕仕事事のの両両立立支支援援・・就就労労支支援援のの充充実実  

○ 都や関係機関による奨励金・助成金制度や研修、専門家派遣などにより、
循環器病等の治療と仕事の両立支援が必要な患者が働きやすい職場環境
を整備します。 

 

○ 医療機関や職場に配置される両立支援コーディネーター（ＭＳＷや産業
保健スタッフ等）の活用や産業保健総合支援センター等関係機関との連携
による効果的な相談支援を推進していきます。 

 

○ 障害者の就労に向けた就労支援・相談支援、職業訓練及び雇用促進に向
けた企業への支援など、循環器病の後遺症を有する障害者に対し、必要な
支援を充実します。 

（（取取組組６６））年年齢齢にに応応じじたた適適切切なな医医療療提提供供・・支支援援体体制制のの充充実実  

○ ＮＩＣＵ等入院児と家族が安心・安全に療養生活を継続できるよう、多
職種連携に向けた研修等を充実するとともに、周産期母子医療センターや
地域の医療機関におけるレスパイト病床10及び在宅移行支援病床11の整備
を推進していきます。 

 

○ 小児期から成人期への移行期にある慢性疾病の患者に、年齢に応じた適
切な医療を提供するため、移行期医療支援センターを中心に小児診療科・
成人診療科の医療連携を進める等、移行期医療支援を充実します。 

 

○ 小児慢性特定疾病児童等やその家族に対し、電話相談及び医療機関での
ピアサポート、小児慢性特定疾病児童等自立支援員による支援等を実施し
ていきます。 



210 211

第
１
章

第
６
節
第
７
節
第
８
節
第
９
節
第
10
節

第
１
節
第
２
節
第
３
節
第
４
節
第
５
節

 

 
 

 

事業推進区域  

○ 高度な専門的医療：都全域 
○ 入院医療：広域な区域（複数の区市町村、二次保健医療圏等） 
○ 予防、初期医療、在宅療養：区市町村 
 

評価指標 
 

取組 指標名 現状 目標値 

共通 

脳血管疾患の年齢調整死亡率（人口
10 万対） 

男性 89.3 
女性 52.6 
（令和２年） 

下げる 

虚血性心疾患の年齢調整死亡率（人
口 10 万対） 

男性 107 
女性 43.3 
（令和２年） 

下げる 

取組１ 

“生活習慣の改善”の指標参照《再掲》 

特定健康診査の実施率 
65.4% 

（令和３年度） 
増やす 

（70％以上） 

特定保健指導の実施率 
23.1% 

（令和３年度） 
増やす 

（45％以上） 

バイスタンダーの応急手当実施率 
42.58% 

（令和４年） 
上げる 

取組２ 
脳卒中急性期医療機関数 

161 施設 
（令和５年 12 月） 

維持する 

ＣＣＵ医療機関数 
76 施設 

（令和５年 12 月） 
維持する 

取組３ 

リハビリテーションが実施可能な
医療機関数（脳血管） 

604 施設 
（令和５年 5 月） 

維持する 

リハビリテーションが実施可能な
医療機関数（心大血管） 

117 施設 
（令和５年 5 月） 

増やす 

  

○ 入院中や療養中の教育について、病弱教育支援員を児童・生徒の入院す
る病院へ派遣するとともに、デジタル機器を活用することにより、児童・
生徒の学習を支援していきます。 
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事業推進区域  

○ 高度な専門的医療：都全域 
○ 入院医療：広域な区域（複数の区市町村、二次保健医療圏等） 
○ 予防、初期医療、在宅療養：区市町村 
 

評価指標 
 

取組 指標名 現状 目標値 

共通 

脳血管疾患の年齢調整死亡率（人口
10 万対） 

男性 89.3 
女性 52.6 
（令和２年） 

下げる 

虚血性心疾患の年齢調整死亡率（人
口 10 万対） 

男性 107 
女性 43.3 
（令和２年） 

下げる 

取組１ 

“生活習慣の改善”の指標参照《再掲》 

特定健康診査の実施率 
65.4% 

（令和３年度） 
増やす 

（70％以上） 

特定保健指導の実施率 
23.1% 

（令和３年度） 
増やす 

（45％以上） 

バイスタンダーの応急手当実施率 
42.58% 

（令和４年） 
上げる 

取組２ 
脳卒中急性期医療機関数 

161 施設 
（令和５年 12 月） 

維持する 

ＣＣＵ医療機関数 
76 施設 

（令和５年 12 月） 
維持する 

取組３ 

リハビリテーションが実施可能な
医療機関数（脳血管） 

604 施設 
（令和５年 5 月） 

維持する 

リハビリテーションが実施可能な
医療機関数（心大血管） 

117 施設 
（令和５年 5 月） 

増やす 

  

○ 入院中や療養中の教育について、病弱教育支援員を児童・生徒の入院す
る病院へ派遣するとともに、デジタル機器を活用することにより、児童・
生徒の学習を支援していきます。 

 

取組 指標名 現状 目標値 

取組４ 

心血管疾患の緩和ケアを提供する
医療機関数 

205 施設 
（令和４年 10 月１日） 

増やす 

脳卒中の重篤化を予防するための
ケアに従事している看護師数 

76 人 
（令和４年 12 月末） 

増やす 

慢性心不全の再発を予防するため
のケアに従事している看護師数 

61 人 
（令和４年 12 月末） 

増やす 

取組５ 

循環器病の相談窓口を設置してい
る医療機関数 

111 施設 
（令和４年 10 月１日） 

増やす 

両立支援コーディネーター基礎研
修の受講人数 

1,840 人 
（令和４年３月 31 日） 

増やす 

取組６ 

在宅移行支援病床を設置する周産
期母子医療センター等数《再掲》 

15 施設 
（令和４年度） 

増やす 

レスパイト病床を設置する周産期
母子医療センター・指定二次救急医
療機関（小児科）数《再掲》 

21 施設 
（令和４年度） 

増やす 
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奥奥多多摩摩町町

檜檜原原村村

青青梅梅市市

日日のの出出町町

ああききるる野野市市

八八王王子子市市

瑞瑞穂穂町町
羽羽村村市市

福福生生市市

武武蔵蔵村村山山市市 東東大大和和市市
東東村村山山市市

清清瀬瀬市市

東東久久留留米米市市

西西東東京京市市

立立川川市市昭昭島島市市

国国立立市市

日日野野市市

多多摩摩市市

町町田田市市

稲稲城城市市

府府中中市市

国国分分寺寺市市

小小平平市市

小小金金井井市市 三三鷹鷹市市

武武蔵蔵野野市市

調調布布市市

狛狛江江市市

練練馬馬区区

杉杉並並区区

世世田田谷谷区区

板板橋橋区区

中中野野区区

目目黒黒区区

大大田田区区

北北区区

豊豊島島区区

新新宿宿区区

渋渋谷谷区区

品品川川区区

港港区区

千千代代田田区区
中中央央区区

江江東東区区

江江戸戸川川区区

墨墨田田区区台台東東区区文文京京区区

荒荒川川区区 葛葛飾飾区区

足足立立区区

東 京 都 脳 卒 中 急 性 期 医 療 機 関 数 と 圏 域 事 務 局 （ ⼆ 次 保 健 医 療 圏 別 ）

【凡 例】
○脳卒中急性期医療機関数…「東京都脳卒中急性期医療機関」として東京都が認定した医療機関の数
○「t-PA治療実施あり」の医療機関数…「東京都脳卒中急性期医療機関」のうち、t-PA治療を実施する場合がある医療機関の数
○人 口…都総務局「住民基本台帳による世帯と人口」（令和５年３月１日現在）による

※人口には外国人人口含む

令令和和５５年年１１２２月月１１日日現現在在

943,002人

17

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

14

区中央部

人　口

脳卒中急性期医療機関数

（圏域事務局）　東京都済生会中央病院

1,132,509人

13

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

12

区南部

人　口

脳卒中急性期医療機関数

（圏域事務局）　東京都立荏原病院

1,423,191人

12

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

12

区西南部

人　口

（圏域事務局）　東京都立広尾病院

脳卒中急性期医療機関数

1,249,452人

14

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

14

（圏域事務局）　東京女子医科大学病院

区西部

人　口

脳卒中急性期医療機関数

1,948,280人

21

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

15

（圏域事務局）　日本大学医学部附属板橋病院

脳卒中急性期医療機関数

区西北部

人　口

1,370,476人

22

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

14

（圏域事務局）　東京女子医科大学附属足立医療センター

区東北部

人　口

脳卒中急性期医療機関数

1,501,348人

18

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

12

（圏域事務局）　東京都立墨東病院

区東部

人　口

脳卒中急性期医療機関数

375,559人

4

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

4

脳卒中急性期医療機関数

人　口

（圏域事務局）　西多摩医師会

西多摩

744,991人

7

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

7

北多摩北部

脳卒中急性期医療機関数

人　口

（圏域事務局）　小平市医師会

1,042,592人

9

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

6

（圏域事務局）　武蔵野赤十字病院

北多摩南部

人　口

脳卒中急性期医療機関数659,714人

8

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

5

（圏域事務局）　立川病院

北多摩西部

人　口

脳卒中急性期医療機関数

1,419,638人

16

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

10

（圏域事務局）　永生病院

南多摩

人　口

脳卒中急性期医療機関数

13,810,752人

161

【再掲】
「t-PA治療実施あり」の医療機関数

125

人　口

脳卒中急性期医療機関数

１２圏域合計

 

 

奥奥多多摩摩町町

檜檜原原村村

青青梅梅市市

日日のの出出町町

ああききるる野野市市

八八王王子子市市

瑞瑞穂穂町町

羽羽村村市市

福福生生市市

武武蔵蔵村村山山市市東東大大和和市市

東東村村山山市市

清清瀬瀬市市

東東久久留留米米市市

西西東東京京市市

立立川川市市昭昭島島市市

国国立立市市

日日野野市市

多多摩摩市市

町町田田市市

稲稲城城市市

府府中中市市

国国分分寺寺市市

小小平平市市

小小金金井井市市

三三鷹鷹市市

武武蔵蔵野野市市

調調布布市市

狛狛江江市市

練練馬馬区区

杉杉並並区区

世世田田谷谷区区

板板橋橋区区

中中野野区区

目目黒黒区区

大大田田区区

北北区区

豊豊島島区区

新新宿宿区区

渋渋谷谷区区

品品川川区区

港港区区

千千代代田田区区

中中央央区区
江江東東区区

江江戸戸川川区区

墨墨田田区区
台台東東区区文文京京区区

荒荒川川区区

葛葛飾飾区区

足足立立区区

CCCCUUネネッットトワワーークク参参画画医医療療機機関関

医療機関名

東部地域病院

東京慈恵会医科大学葛飾医療センター

★ イムス葛飾ハートセンター

★ 綾瀬循環器病院

博慈会記念総合病院

イムス東京葛飾総合病院

苑田第一病院

区東北部保健医療圏

医療機関名

☆ 東邦大学医療センター大橋病院

☆ 都立広尾病院

三宿病院

日本赤十字社医療センター

☆ 関東中央病院

★ 国立病院機構東京医療センター

区西南部保健医療圏

医療機関名

立正佼成会附属佼成病院

☆ 東京女子医科大学病院

東京警察病院

☆ 慶應義塾大学病院

★ 東京医科大学病院

☆ 国立国際医療研究センター

河北総合病院

☆ 東京山手メディカルセンター

★ 荻窪病院心臓血管センター

東京新宿メディカルセンター

☆ 総合東京病院

区西部保健医療圏

医療機関名

☆ 市立青梅総合医療センター

西多摩保健医療圏

医療機関名

公立昭和病院

多摩北部医療センター

西東京中央総合病院

北多摩北部保健医療圏

医療機関名

★ 榊原記念病院

★ 杏林大学医学部付属病院

☆ 武蔵野赤十字病院

☆ 都立多摩総合医療センター

東京慈恵会医科大学附属第三病院

府中恵仁会病院

北多摩南部保健医療圏

医療機関名

☆ 三井記念病院

☆ 順天堂大学医学部附属順天堂医院

☆ 東京都済生会中央病院

☆ 聖路加国際病院

心臓血管研究所付属病院

☆ 虎の門病院

☆ 日本大学病院

★ 日本医科大学付属病院

★ 東京慈恵会医科大学附属病院

東京高輪病院

☆ 東京大学医学部附属病院

☆ 東京医科歯科大学病院

区中央部保健医療圏

（令和5年12月1日現在 12医療圏76施設)

【凡例】

は緊急大動脈重点病院（１４施設）

は緊急大動脈支援病院（２８施設） をそれぞれ表す

★

☆

星印は急性大動脈スーパーネットワーク加盟施設（４２施設）を表す

そのうち、

医療機関名

★ 日本大学医学部附属板橋病院

★ 帝京大学医学部附属病院

☆ 東京都健康長寿医療センター

★ 板橋中央総合病院

都立豊島病院

東京北医療センター

☆ 明理会中央総合病院

順天堂大学医学部附属練馬病院

★ 練馬光が丘病院

区西北部保健医療圏

医療機関名

☆ 都立墨東病院

江戸川病院

東京臨海病院

☆ 昭和大学江東豊洲病院

区東部保健医療圏

医療機関名

昭和大学病院

★ 東邦大学医療センター大森病院

☆ ＮＴＴ東日本関東病院

☆ 池上総合病院

大森赤十字病院

東京蒲田病院

東京品川病院

大崎病院東京ハートセンター

区南部保健医療圏

医療機関名

国立病院機構災害医療センター

☆ 東大和病院

共済立川病院

☆ 東京西徳洲会病院

北多摩西部保健医療圏

医療機関名

☆ 東京医科大学八王子医療センター

東海大学医学部付属八王子病院

日本医科大学多摩永山病院

多摩南部地域病院

町田市民病院

南多摩保健医療圏
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世世田田谷谷区区

板板橋橋区区

中中野野区区
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大大田田区区

北北区区

豊豊島島区区

新新宿宿区区

渋渋谷谷区区

品品川川区区

港港区区

千千代代田田区区
中中央央区区

江江東東区区
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墨墨田田区区台台東東区区文文京京区区

荒荒川川区区 葛葛飾飾区区

足足立立区区

東 京 都 脳 卒 中 急 性 期 医 療 機 関 数 と 圏 域 事 務 局 （ ⼆ 次 保 健 医 療 圏 別 ）

【凡 例】
○脳卒中急性期医療機関数…「東京都脳卒中急性期医療機関」として東京都が認定した医療機関の数
○「t-PA治療実施あり」の医療機関数…「東京都脳卒中急性期医療機関」のうち、t-PA治療を実施する場合がある医療機関の数
○人 口…都総務局「住民基本台帳による世帯と人口」（令和５年３月１日現在）による

※人口には外国人人口含む

令令和和５５年年１１２２月月１１日日現現在在

943,002人

17

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

14

区中央部

人　口

脳卒中急性期医療機関数

（圏域事務局）　東京都済生会中央病院

1,132,509人

13

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

12

区南部

人　口

脳卒中急性期医療機関数

（圏域事務局）　東京都立荏原病院

1,423,191人

12

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

12

区西南部

人　口

（圏域事務局）　東京都立広尾病院

脳卒中急性期医療機関数

1,249,452人

14

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

14

（圏域事務局）　東京女子医科大学病院

区西部

人　口

脳卒中急性期医療機関数

1,948,280人

21

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

15

（圏域事務局）　日本大学医学部附属板橋病院

脳卒中急性期医療機関数

区西北部

人　口

1,370,476人

22

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

14

（圏域事務局）　東京女子医科大学附属足立医療センター

区東北部

人　口

脳卒中急性期医療機関数

1,501,348人

18

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

12

（圏域事務局）　東京都立墨東病院

区東部

人　口

脳卒中急性期医療機関数

375,559人

4

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

4

脳卒中急性期医療機関数

人　口

（圏域事務局）　西多摩医師会

西多摩

744,991人

7

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

7

北多摩北部

脳卒中急性期医療機関数

人　口

（圏域事務局）　小平市医師会

1,042,592人

9

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

6

（圏域事務局）　武蔵野赤十字病院

北多摩南部

人　口

脳卒中急性期医療機関数659,714人

8

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

5

（圏域事務局）　立川病院

北多摩西部

人　口

脳卒中急性期医療機関数

1,419,638人

16

【再掲】

「t-PA治療実施あり」の

医療機関数

10

（圏域事務局）　永生病院

南多摩

人　口

脳卒中急性期医療機関数

13,810,752人

161

【再掲】
「t-PA治療実施あり」の医療機関数

125

人　口

脳卒中急性期医療機関数

１２圏域合計

 

 

奥奥多多摩摩町町

檜檜原原村村

青青梅梅市市

日日のの出出町町

ああききるる野野市市

八八王王子子市市

瑞瑞穂穂町町

羽羽村村市市

福福生生市市

武武蔵蔵村村山山市市東東大大和和市市

東東村村山山市市

清清瀬瀬市市

東東久久留留米米市市

西西東東京京市市

立立川川市市昭昭島島市市

国国立立市市

日日野野市市

多多摩摩市市

町町田田市市

稲稲城城市市

府府中中市市

国国分分寺寺市市

小小平平市市

小小金金井井市市

三三鷹鷹市市

武武蔵蔵野野市市

調調布布市市

狛狛江江市市

練練馬馬区区

杉杉並並区区

世世田田谷谷区区

板板橋橋区区

中中野野区区

目目黒黒区区

大大田田区区

北北区区

豊豊島島区区

新新宿宿区区

渋渋谷谷区区

品品川川区区

港港区区

千千代代田田区区

中中央央区区
江江東東区区

江江戸戸川川区区

墨墨田田区区
台台東東区区文文京京区区

荒荒川川区区

葛葛飾飾区区

足足立立区区

CCCCUUネネッットトワワーークク参参画画医医療療機機関関

医療機関名

東部地域病院

東京慈恵会医科大学葛飾医療センター

★ イムス葛飾ハートセンター

★ 綾瀬循環器病院

博慈会記念総合病院

イムス東京葛飾総合病院

苑田第一病院

区東北部保健医療圏

医療機関名

☆ 東邦大学医療センター大橋病院

☆ 都立広尾病院

三宿病院

日本赤十字社医療センター

☆ 関東中央病院

★ 国立病院機構東京医療センター

区西南部保健医療圏

医療機関名

立正佼成会附属佼成病院

☆ 東京女子医科大学病院

東京警察病院

☆ 慶應義塾大学病院

★ 東京医科大学病院

☆ 国立国際医療研究センター

河北総合病院

☆ 東京山手メディカルセンター

★ 荻窪病院心臓血管センター

東京新宿メディカルセンター

☆ 総合東京病院

区西部保健医療圏

医療機関名

☆ 市立青梅総合医療センター

西多摩保健医療圏

医療機関名

公立昭和病院

多摩北部医療センター

西東京中央総合病院

北多摩北部保健医療圏

医療機関名

★ 榊原記念病院

★ 杏林大学医学部付属病院

☆ 武蔵野赤十字病院

☆ 都立多摩総合医療センター

東京慈恵会医科大学附属第三病院

府中恵仁会病院

北多摩南部保健医療圏

医療機関名

☆ 三井記念病院

☆ 順天堂大学医学部附属順天堂医院

☆ 東京都済生会中央病院

☆ 聖路加国際病院

心臓血管研究所付属病院

☆ 虎の門病院

☆ 日本大学病院

★ 日本医科大学付属病院

★ 東京慈恵会医科大学附属病院

東京高輪病院

☆ 東京大学医学部附属病院

☆ 東京医科歯科大学病院

区中央部保健医療圏

（令和5年12月1日現在 12医療圏76施設)

【凡例】

は緊急大動脈重点病院（１４施設）

は緊急大動脈支援病院（２８施設） をそれぞれ表す

★

☆

星印は急性大動脈スーパーネットワーク加盟施設（４２施設）を表す

そのうち、

医療機関名

★ 日本大学医学部附属板橋病院

★ 帝京大学医学部附属病院

☆ 東京都健康長寿医療センター

★ 板橋中央総合病院

都立豊島病院

東京北医療センター

☆ 明理会中央総合病院

順天堂大学医学部附属練馬病院

★ 練馬光が丘病院

区西北部保健医療圏

医療機関名

☆ 都立墨東病院

江戸川病院

東京臨海病院

☆ 昭和大学江東豊洲病院

区東部保健医療圏

医療機関名

昭和大学病院

★ 東邦大学医療センター大森病院

☆ ＮＴＴ東日本関東病院

☆ 池上総合病院

大森赤十字病院

東京蒲田病院

東京品川病院

大崎病院東京ハートセンター

区南部保健医療圏

医療機関名

国立病院機構災害医療センター

☆ 東大和病院

共済立川病院

☆ 東京西徳洲会病院

北多摩西部保健医療圏

医療機関名

☆ 東京医科大学八王子医療センター

東海大学医学部付属八王子病院

日本医科大学多摩永山病院

多摩南部地域病院

町田市民病院

南多摩保健医療圏


